
二
〇
〇
七
年
度
税
制
改
正

閣
議
決
定
し
た
「
平
成
一
九
年
度
税

制
改
正
の
要
綱
」（
以
下
要
綱
）
に
よ
る

と
、
中
小
企
業
関
係
税
制
、
国
際
課
税
、

組
織
再
編
税
制
・
信
託
税
制
、
金
融
・

証
券
税
制
、
住
宅
・
土
地
税
制
等
の
改

正
、
納
税
環
境
整
備
も
含
ま
れ
て
い
る

が
、
企
業
に
と
っ
て
最
も
影
響
の
大
き

い
の
が
、
減
価
償
却
制
度
の
抜
本
的
見

直
し
で
あ
ろ
う
。

要
綱
に
よ
る
と
、
平
成
一
九
年
四
月

一
日
以
後
に
取
得
を
す
る
減
価
償
却
資

産
に
つ
い
て
は
、
償
却
可
能
限
度
額

（
取
得
価
額
の
一
〇
〇
分
の
九
五
相
当

額
）
お
よ
び
残
存
価
額
を
廃
止
し
、
耐

用
年
数
経
過
時
点
に
一
円
（
備
忘
価
額
）

ま
で
償
却
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

ま
た
、
定
率
法
を
採
用
す
る
場
合
の

償
却
率
は
、
定
額
法
の
償
却
率
（
一
／

耐
用
年
数
）
を
二
・
五
倍
し
た
数
と
し
、

特
定
事
業
年
度
以
降
は
残
存
年
数
（
耐

用
年
数
か
ら
経
過
年
数
を
控
除
し
た
年

数
）
に
よ
る
均
等
償
却
に
切
り
換
え
て

一
円
ま
で
償
却
で
き
る
（
以
下
二
五

〇
％
定
率
法
）。
こ
の
特
定
事
業
年
度
と

は
、
償
却
中
の
あ
る
事
業
年
度
に
お
け

る
残
存
簿
価
を
既
存
耐
用
年
数
で
一
円

ま
で
均
等
償
却
し
た
場
合
の
減
価
償
却

費
が
定
率
法
に
よ
り
計
算
し
た
減
価
償

却
費
を
上
回
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
の

当
該
事
業
年
度
を
い
う
。
な
お
、
平
成

一
九
年
三
月
三
一
日
以
前
に
取
得
を
し

た
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
も
、
償
却

可
能
限
度
額
ま
で
償
却
し
た
事
業
年
度

の
翌
事
業
年
度
以
後
五
年
間
で
一
円
ま

で
均
等
償
却
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

さ
ら
に
、
フ
ラ
ッ
ト
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス

プ
レ
イ
製
造
設
備
、
フ
ラ
ッ
ト
パ
ネ
ル

用
フ
ィ
ル
ム
材
料
製
造
設
備
、
半
導
体

用
フ
ォ
ト
レ
ジ
ス
ト
製
造
設
備
の
法
定

耐
用
年
数
が
五
年
に
短
縮
さ
れ
る
。

減
価
償
却
制
度
見
直
し
の
影
響

こ
の
減
価
償
却
制
度
の
見
直
し
は
、

経
理
部
門
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
も
た

ら
す
で
あ
ろ
う
か
。

減
価
償
却
費
は
、
会
社
が
費
用
処
理

し
な
い
限
り
、
税
法
上
の
損
金
と
な
ら

な
い
。
し
た
が
っ
て
、
一
般
に
従
来
の
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減
価
償
却
制
度
の
改
正

第
一
回 経

理
・
財
務
”受
難
の
時
代
“は
、

変
革
の
チ
ャ
ン
ス

「
財
務
報
告
に
係
る
内
部
統
制
の
評
価
お
よ
び
監
査
に
関
わ
る
実
施
基
準
」が

よ
う
や
く
確
定
し
、
上
場
企
業
の
日
本
版
S
O
X
対
応
が
本
格
化
し
た
。

し
か
し
、
経
理
・
財
務
が
直
面
し
て
い
る
課
題
は
、
日
本
版
S
O
X
対
応
だ
け
で
は
な
い
。

二
〇
〇
七
年
度（
二
〇
〇
七
年
四
月
一
日
以
降
に
開
始
す
る
事
業
年
度
）以
降
、

対
応
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
課
題
は
多
い
。
税
制
改
正
、
決
算
早
期
化
、

棚
卸
資
産
の
評
価
基
準
の
変
更
、
リ
ー
ス
会
計
、
四
半
期
報
告
、
在
外
子
会
社
の

会
計
処
理
統
一
、
関
連
当
事
者
の
開
示
強
化
等
、
会
計
基
準
等
の
変
更
は
続
く
。

こ
れ
ら
の
課
題
を
受
身
で
対
応
す
る
か
、
企
業
変
革
の
チ
ャ
ン
ス
と
し
て

対
応
し
て
い
く
か
、
経
理
部
門
の
役
割
が
問
わ
れ
る
時
期
に
あ
る
と
言
え
よ
う
。

第
一
回
は
、
二
〇
〇
七
年
度
税
制
改
正
、

そ
の
中
で
も
減
価
償
却
計
算
制
度
の
改
正
に
焦
点
を
当
て
た
い
と
思
う
。

川
野
克
典

ベ
リ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト
株
式
会
社

マ
ネ
ー
ジ
ン
グ
デ
ィ
レ
ク
タ
ー



減
価
償
却
方
法
等
を
継
続
し
た
場
合
、

損
金
不
算
入
が
発
生
す
る
の
で
、
多
く

の
企
業
が
、
会
計
上
も
減
価
償
却
方
法

の
変
更
に
踏
み
切
る
と
思
わ
れ
る
。
そ

の
結
果
、
二
〇
〇
七
年
度
の
減
価
償
却

費
等
が
増
加
し
、
利
益
を
圧
縮
す
る
こ

と
に
な
る
。
社
内
に
減
価
償
却
費
等
の

増
加
を
周
知
し
、
一
層
の
原
価
低
減
に

努
め
、
利
益
の
維
持
、
拡
大
を
図
る
必

要
が
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
税
制
改
正
に
よ
る
減
価

償
却
費
の
増
加
は
短
期
的
な
利
益
を
減

少
さ
せ
る
が
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
の

面
は
法
人
税
等
の
額
が
減
少
す
る
分
だ

け
増
加
す
る
点
に
注
意
す
べ
き
で
あ
る
。

し
か
し
、
中
長
期
的
に
は
、
法
人
税
等

が
後
払
い
に
な
っ
た
金
利
分
だ
け
し
か
、

利
益
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
共
に
影
響

を
与
え
な
い
。

実
務
的
に
は
、
二
五
〇
％
定
率
法
は
、

定
額
法
の
計
算
も
必
要
と
な
る
た
め
、

固
定
資
産
シ
ス
テ
ム
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
変

更
が
必
要
と
な
る
。
ま
た
、
既
存
設
備

に
つ
い
て
も
、
備
忘
価
額
ま
で
の
均
等

償
却
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
変
更
が
必
要
と
な

る
。

ま
た
、
従
来
の
減
価
償
却
方
法
等
に

基
づ
い
て
、
二
〇
〇
七
年
度
の
予
算
編

成
、
標
準
原
価
の
設
定
を
行
っ
た
企
業

は
、
予
算
統
制
の
有
効
性
、
原
価
計
算

の
精
度
確
保
の
た
め
に
、
予
算
、
標
準

原
価
の
見
直
し
が
必
要
な
場
合
も
考
え

ら
れ
る
。
特
に
、
四
半
期
決
算
時
に
予

算
の
減
価
償
却
費
を
用
い
て
い
る
企
業

は
必
須
だ
ろ
う
。

な
お
、
固
定
資
産
（
償
却
資
産
）
税

の
申
告
に
は
変
更
が
な
い
た
め
、
法
人

税
と
地
方
税
法
の
償
却
方
法
に
差
が
生

じ
る
こ
と
に
も
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

減
価
償
却
計
算
の

見
直
し
の
す
す
め

今
回
の
税
法
改
正
に
基
づ
く
会
計
上

の
減
価
償
却
方
法
等
の
変
更
は
、
一
九

九
八
年
度
税
制
改
正
に
よ
る
建
物
の
減

価
償
却
方
法
変
更
と
同
じ
く
、
公
認
会

計
士
協
会
の
監
査
委
員
会
報
告
第
六
五

号
に
記
載
さ
れ
た
「
正
当
な
理
由
」
に

基
づ
く
変
更
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
こ

と
に
な
る
と
予
想
さ
れ
る
。
し
か
し
、

本
来
は
税
法
で
規
定
さ
れ
て
い
る
こ
と

を
理
由
に
し
て
、
会
計
上
の
変
更
が
容

認
さ
れ
る
訳
で
は
な
い
。
既
に
減
損
会

計
の
導
入
に
よ
っ
て
、
減
損
損
失
を
計

上
す
る
と
、
減
損
損
失
を
計
上
し
た
期

以
降
の
減
価
償
却
費
は
、
税
法
上
と
会

計
上
で
差
異
が
生
じ
て
し
ま
い
、
両
者

を
一
致
さ
せ
る
考
え
方
は
崩
れ
て
い
る

の
だ
。

そ
こ
で
、
今
回
の
改
正
を
機
に
、
減

価
償
却
計
算
の
抜
本
的
な
見
直
し
を
提

案
し
た
い
。
国
際
的
に
は
、
経
済
的
耐

用
年
数
、
残
存
価
額
ゼ
ロ
（
備
忘
価
額
）、

定
額
法
が
主
流
で
あ
る
。
日
本
企
業
の

中
で
も
、
こ
れ
ら
に
基
づ
き
減
価
償
却

を
行
っ
て
い
る
在
外
子
会
社
は
少
な
く

な
い
。
二
〇
〇
七
年
度
の
税
制
改
正
で

は
、
残
存
価
額
ゼ
ロ
、
一
部
償
却
資
産

に
つ
い
て
の
み
実
態
に
合
わ
せ
た
法
定

耐
用
年
数
へ
の
変
更
が
実
施
さ
れ
た
が
、

二
〇
〇
八
年
度
以
降
、
資
産
区
分
の
見

直
し
、
耐
用
年
数
の
抜
本
的
見
直
し
が

行
わ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
一
方
、
会
計

上
も
、
二
〇
〇
九
年
度
に
資
産
除
去
債

務
の
導
入
も
予
定
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
制
度
変
更
を
見
通
し
た
上

で
、
以
下
の
観
点
か
ら
、
自
社
に
と
っ

て
最
も
適
正
な
減
価
償
却
方
法
、
耐
用

年
数
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。
①
早
期

に
減
価
償
却
を
実
施
す
る
こ
と
で
、
帳

簿
価
額
を
早
期
に
引
き
下
げ
、
貸
借
対

照
表
の
適
正
化
を
図
る
こ
と
で
将
来
の

業
績
に
対
す
る
リ
ス
ク
を
軽
減
す
る
。

②
適
正
な
期
間
損
益
計
算
を
実
施
し
、

内
外
の
利
害
関
係
者
（
経
営
者
、
株
主

他
）
の
意
思
決
定
の
判
断
を
誤
ら
せ
な

い
よ
う
に
す
る
。
③
早
期
に
キ
ャ
ッ
シ

ュ
フ
ロ
ー
を
蓄
積
し
て
、
次
の
設
備
投

資
の
原
資
を
回
収
し
、
他
社
に
先
ん
じ

て
設
備
投
資
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、

競
争
力
の
維
持
、
向
上
を
図
る
。

こ
の
よ
う
な
こ
と
を
書
く
と
、
事
務

量
の
制
約
か
ら
減
価
償
却
計
算
の
見
直

し
は
で
き
な
い
と
の
声
が
聞
こ
え
て
き

そ
う
だ
が
、
事
務
的
制
約
が
企
業
の
成

長
を
妨
げ
て
は
な
ら
な
い
。
経
理
・
財

務
は
、
保
守
的
で
あ
っ
て
は
な
ら
ず
、

会
計
処
理
も
戦
略
の
一
部
と
認
識
し
、

企
業
の
安
定
的
成
長
に
向
け
た
会
計
処

理
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。
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